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要旨： 
【目的】日本体育大学紀要に掲載された論文をもとに，過去 50年間の歩みを振り返るとともに，掲載
論文の動向を明らかにすることである。
【方法】1巻 1号（1971年 4月）から 49巻（2020年 8月）までに「総説」「原著論文」「研究資料」「短
報」「特別寄稿」として掲載された 835編を調査対象とした。日本体育大学学術機関リポジトリから
ダウンロードした書誌情報を用いて，①論文数，②本文の言語，③単著論文と共著論文の割合，一論
文当たりの平均著者数，④論文タイトル，⑤日本語キーワード，⑥主題を調査した。論文タイトル及
び日本語キーワードは，KH Coder 3を用いて，計量テキスト分析を行った。
【結果】① 1971年から 2000年まで掲載論文数は増加傾向にあったが，学内で刊行される紀要・学術
誌の増加に伴い，2001年以降は論文数が減少している。②共著論文が主流になっており，平均著者数
は創刊時の 1.66人から 3.68人に増加している。③外国語による報告は外国語研究室，自然科学研究
室を中心に行われている。④掲載される論文の主題は体育・スポーツ分野が中心になっているが，近
年では学部の改組・開設に伴い，その他の分野の掲載も増えつつある。
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とする学内紀要になっている。
日体大紀要の刊行方法や頻度，掲載する論文の種類
は，編集方針や執筆要領の変更によって，度々見直さ
れてきた。創刊時には年 2回の刊行が検討されていた
が，13巻（1984年 3月）までは年 1回の刊行（1983
年度のみ年 2回の分冊）が続いた。14巻以降は年 2回
の刊行になり，48巻まで続いた。49巻から再び年 1回
の刊行に戻り，冊子体刊行前の受理論文を日本体育大
学学術機関リポジトリ（以下，日体大リポジトリ）で
早期公開するようになっている。日体大紀要の電子化
は 2005年に開始されており，電子化にあたっては，紀
要委員会名で学報『NITTAIDAI』10号（2005年 4月）

1．はじめに
1971年 4月に創刊された『日本体育大学紀要』（以
下，日体大紀要）は，学内紀要としてこれまでに多数
の研究成果を掲載してきた。49巻（2020年 8月）まで
に掲載された論文は 840編で，著者の延べ数は 2,681
人にわたる。1巻 1号の序言で，初代学長の栗本義彦
は「以前から，理論と実践の総合的な立場からの体育
学の研究の必要性を痛感していた」（栗本，1971）と述
べ，日体大紀要に大きな期待を寄せていたが，本学が
「身体にまつわる文化と科学の総合大学」を目指し，発
展を続けてきた結果，現在では 5学部 3研究科を対象
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に「『紀要』電子化のお知らせ」を掲載している。当初
は，紀要委員会の庶務を担当する日本体育大学図書館
のホームページで電子版の日体大紀要を公開していた
が，2012年以降は日体大リポジトリで公開するように
なった。また，掲載する論文の種類は，創刊時の「日
本体育大学紀要規約」には規定されていなかったが，
1980年 3月刊行の 9号からは「原著」と「資料」に種
別化された。1984年 9月に教授会で制定された「日本
体育大学紀要規程」では，「総説」「原著論文」「研究資
料」を論文の種類に定めている。20巻 1号（1990年 9
月）で執筆要領の改訂案が提案されてからは，「総説」
「原著論文」「研究資料」「短報」を掲載するようになっ
ている。「特別寄稿」は執筆要領には規定されていない
が，1991年 3月に刊行された創刊 20年の特別号（20
巻 2号）に掲載された 5編をはじめ，体罰排除教育に
関する一連の研究（藤田ほか，2014；谷釜ほか，2016
など），交流協定校からの寄稿（Altantsetseg et al., 
2014）などの 12編がこれまでに掲載されている。
日体大紀要は 2021年 8月に刊行される本号で 50巻
の節目を迎える。これまでに節目となる巻号で幾度か
特別号は企画されてきたが，日体大紀要の歩みを振り
返り，掲載論文の動向についてまとめた報告は見当た
らない。そこで本稿では，これまでに日体大紀要に掲
載された論文をもとに，過去 50年間の歩みを振り返る
とともに，掲載論文の動向を明らかにすることを目的
とする。

2．方　　法

2.1　調査対象
本調査の対象は，1巻 1号（1971年 4月）から 49巻

（2020年 8月）までに掲載された論文である。対象と
した論文の種類は「総説」「原著論文」「研究資料」「短
報」「特別寄稿」の 5種類で，「序言」「巻頭言」「エッ
セイ」などは対象外とした。その結果，分析対象となっ
たのは 835編，著者の延べ数は 2,676人である。著者
名，論文タイトル，キーワードなどの書誌情報は，日
体大紀要を電子公開している日体大リポジトリからダ
ウンロードした。

2.2　調査項目
一般に研究成果の多くは論文として報告されるため，
学術誌に掲載された論文から研究分野の動向を分析し
た研究は多い（小田切，2014；佐々木，2017；佐藤・
吉田，2016；杉内ほか，2011）。本調査では先行研究を
参考に，①論文数，②本文の言語，③単著論文と共著
論文の割合，一論文当たりの平均著者数，④論文タイ
トル，⑤日本語キーワード，⑥主題を調査した。

2.3　分析方法
日体大リポジトリからダウンロードした書誌情報を
もとに，集計した。論文の種類は，掲載時期によって
定義は多少異なるが，本調査では，論文の種類が種別
化される前の「研究論文」は独立した論文の種類とし
て扱った。また，「原著」「資料」は，現在の紀要規程
の区分に当てはめ，それぞれ「原著論文」「研究資料」
として集計した。
主題ごとの集計には，論文単位で付与されている分
類記号（日本十進分類法）を用いた。この分類記号は，
日体大リポジトリに登録する際，図書館職員が論文単
位で付与しているもので，論文の主題内容を示す。例
えば，メンタルトレーニングに関する論文であれば，
体育心理学を示す分類記号「780.14」が付与される。ダ
ウンロードした書誌事項には，複数の分類記号が付与
されている論文もあったが，本調査では『日本十進分
類法新訂 9版』の複数主題の解説注 1)に従い，1つの論
文に対して 1つの分類記号を付与するようにデータを
整理した。
次に，樋口（2020）が開発した KH Coder 3を用い
て，論文タイトル及び日本語キーワードの計量テキス
ト分析を行った。論文タイトルから抽出した語は，調
査対象期間全体では出現頻度が高い順に上位 50位ま
での語を，各年代では出現頻度が高い順に上位 20位ま
での語を分析対象とした。なお，論文タイトルに高頻
度で含まれるが，内容の分析を行う上では意味を持た
ない「研究」「the」「a」「of」「and」「on」「in」は，分
析対象から除外した。通常，KH Coder 3の前処理で
は形態素解析注 2)が行われるが，日本語キーワードの分
析では形態素解析を行わず，論文に記載されたままの
語句で出現頻度を調査した。

3．結　　果

3.1　論文数の推移
掲載論文数の推移を表 1に示す。掲載論文数は，1971
年から 2000年までは増加傾向を示していた。1996年
から 2000年の 5年間に掲載された論文は 153編
（18.3％）と最も多かった。しかし，次の 5年間には論
文数が 87編にまで減少し，その後も 2015年まで減少
傾向が続いていた。また，直近の 5年間には，短報に
よる報告が増えていた。

3.2　本文の言語
本文の言語は，「日本語」が 796編（95.3％），「英語」
が 36編（4.3％），「ドイツ語」が 3編（0.4％）となって
いる。学内紀要という位置づけから「日本語」による
掲載が多く，全体の 9割強を占めている。「英語」また
は「ドイツ語」で掲載された論文の筆頭著者の所属注 3)
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に着目すると，「Foreign Language Department」が
27編で最も多く，外国語研究室に所属する教員が自身
の専門分野である外国語教育や言語学に関する論文を
「英語」または「ドイツ語」で報告している。次に多い
所属先は，「Biological Science Department」で，7編
の論文が掲載されていた。また，外国語で掲載された
論文の中には，海外との共同研究（Akiyama and Vickers, 
1999；Kaneda and Pongvongsa, 2010）の成果，交流

協定校からの特別寄稿（Altantsetseg et al., 2014）が掲
載されている。

3.3　単著論文と共著論文の割合，一論文当たりの平均
著者数

単著と共著の変化を表 2に示し，一論文当たりの平
均著者数の推移を図 1に示す。対象期間全体では，単
著論文が 270編（32.3％），共著論文が 565編（67.7％）

表 1　掲載論文数の推移

表 2　単著論文と共著論文

図 1　平均著者数の推移
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になっており，共著論文が主流になっている。期間ご
との推移をみると，創刊時の 1970年代前半には単著
論文の割合が 6割を超えていたが，2000年代後半を除
いた期間では共著論文が 5割を超えている。
次に一論文当たりの平均著者数に着目すると，1970

年代前半には 1.66人だった平均著者数は，1980年代
後半には 3.62人にまで増加している。その後は，単著
論文の割合が大きかった 1990年代前半と 2000年代後
半を除けば，平均著者数は3.50人以上で推移している。
共著論文の著者数は「4人」が 125編と最も多く，次
いで「3人」が 116編，「2人」が 108編，「5人」が
102編となっていた。最多著者数は 14人で，著者数が
10名を超える論文は 11編（1.3％）であった。
論文の種類別の平均著者数を表 3に示す。「特別寄稿」

の平均著者数は 5.25人で，他の種類と比べて平均著者
数が多かった。これは特別寄稿として 6編掲載された
体罰排除教育に関する一連の研究（藤田ほか，2014；
谷釜ほか，2016など）が，本学の学生を対象にした大
規模な調査で，多くの教員が共著者として加わってい
たことによる。「原著論文」「研究資料」「短報」の平均
著者数はそれぞれ 3.20人，3.59人，3.65人となってお
り，明確な傾向は読み取れない。

3.4　論文タイトル
論文タイトルからの抽出語のうち出現頻度が高い上
位 50位までの語を表 4に示す。KH Coder 3による抽
出の結果，総抽出語数は 14,835語で，異なり語数は
2,885語であった。論文タイトルで最も使用されていた
語は「運動」（130回）であった。続いて「選手」（89
回），「競技」（87回），「体育」（86回）であった。競技
に関する語としては，「柔道」（26回）が最も多く，次
に「バスケットボール」（21回），「剣道」（20回），「体
操」（20回），「バレーボール」（19回）が続いている。
表 5には，年代別に出現頻度が高い上位 20位までの
語をまとめた。他の年代では上位 20位までに出現しな
い語には「*」を付した。各年代の特徴的な語として
は，「その」「作業」「体操」「能力」「構造」（1970年
代），「戦術」「バスケットボール」「体系」（1980年代），
「睡眠」「動作」（1990年代），「細菌」（2000年代），「意

識」「柔道」「整復」「体罰」（2010年代）があった。ま
た，1990年代以降，「指導」「女子」といった語が出現
頻度の高い語として抽出されるようになっている。
次に，抽出された語の出現パターンから傾向を捉え
るため，共起ネットワーク分析を行った。結果を図 2
に示す。図 2では出現頻度が高い語は丸が大きく描画
され，共起の程度が強い語，すなわち出現パターンが
似通っている語同士が線で結ばれている。また，共起
の程度が強いと，より太い線で描画されている。出現
頻度が最も高い「運動」に共起の程度が強く示された
のは，「影響」であり，「影響」には「トレーニング」
「及ぼす」「与える」が関連していた。「選手」には「大
学」「女子」「競技」が強い共起関係を示しており，大
学生や女子を対象とする研究が行われてきたことをう
かがわせた。競技に関する語で最も高い出現頻度を示
した「柔道」は，「問題」「分析」「調査」が共起関係
を示していた。同じく競技に関する語の「バスケット
ボール」「バレーボール」には，「体系」「戦術」「攻撃」
といった語が共起しており，技術面に着目した研究が
多く行われていることが示唆された。

3.5　日本語キーワード
日体大紀要にキーワードが付与されるようになった

表 3　論文の種類別にみた平均著者数 表 4　論文タイトルからの抽出語
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のは，27巻 2号（1998年 3月）以降である。そのた
め，本調査では 27巻 2号（1998年 3月）から 49巻
（2020年 8月）までに掲載された論文のうち，日本語
キーワードが付与されていた 379編を対象に分析を
行った。KH Coder 3による抽出の結果，総抽出語は
1,448語で，異なり語数は 1,148語であった。日本語
キーワードのうち出現頻度が 3回以上の語を表 6に示
す。日本語キーワードで最も使用されていた語は「体
育専攻学生」（11回）であった。続いて「体罰」（8回），
「剣道」（7回），「子ども」（7回），「バレーボール」（6
回），「細菌叢」（6回），「免疫電子顕微鏡法」（6回）で
あった。研究手法・分析法に関するキーワードとして
は，「免疫電子顕微鏡法」の他，「因子分析」（5回），
「アンケート調査」（4回），「ゲーム分析」（4回），「DLT
法」（3回）などがあった。異なり語数 1,148語のうち，
977語（85.1％）は出現頻度が 1回で，複数の論文で使
用されるキーワードは少ない。また，出現頻度が高い
キーワードも同一著者が繰り返し使用していることが
多かった。

3.6　主題
日本十進分類法は，図書館の蔵書を分類するために
考案された分類法で，アラビア数字からなる分類記号
で分類対象の主題を表す。日本十進分類法では，0か
ら 9の区分肢を用意し，それぞれをさらに区分してい
くことで，より細分化した主題を表現することができ
る。例えば，保健・体育科を表す分類記号「375.49」
は，下記のような階層構造を持つ。

第 1次区分表：3 社会科学
第 2次区分表：37 教育
第 3次区分表： 375 教育課程．学習指導．教科

別教育
第 4次区分表：375.4 科学教育
第 5次区分表：375.49 保健．体育科

日体大紀要を登録している日体大リポジトリでは，
主題に関するメタデータとして分類記号を各論文に付
与している。この分類記号を用いて，主題別の論文数
を集計した結果を表 7に示す。
表 7では大まかな傾向を掴むため，第 1次区分表で
集計を行った。体育・スポーツに関する分類記号が含
まれる「7 芸術」が 558編と最も多く，66.8％を占めて
いた。次に，「3 社会科学」が 116編，「4 自然科学」が
91編で，この 3区分で全体の 9割を占めている。
次に，論文数が多かった 3区分のうち，論文数が多
い順に分類記号をまとめたものを表 8に示す。「3 社会
科学」及び「4 自然科学」については論文数が 2編以
上の分類記号を，「7 芸術」については論文数が 6編以
上の分類記号を表にまとめた。「3 社会科学」は，「375 
教育課程．学習指導．教科別教育」（13編），「375.494 
【保健．体育科】高等学校」（8編），「374.3 教職員」（7
編），「374.9 学校保健」（7編）の順で，教育に関する
内容の論文が多い。「4 自然科学」は，「410 数学」（10
編），「465.8 【各種の微生物】各論：かび，酵母，細菌，
リケッチア，ウイルス」（10編），「498.14 医療関係職
員の資格・任務」（8編）が上位にあり，微生物・細胞
に関する分類記号が目立った。最も論文数が多い「7 

表 5　論文タイトルからの抽出語（年代別）
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芸術」は，「780.1 体育理論．体育学」（88編），「780.193 
運動生理学」（55編），「780.14 体育心理学」（38編）の
論文が多い。競技に関する分類記号は「781.5 器械体
操．体操競技」（29編），「789.3 剣道」（20編），「783.1 
バスケットボール」（19編），「783.2 バレーボール」
（16編）が多かった。

4．考　　察

4.1　論文数から見た傾向
4.1.1　1996年から 2000年までの論文数増加とその要因

1971年から 2000年まで日体大紀要に掲載される論
文数は増加傾向を示していた。特に，1996年から 2000

年の 5年間には 153編の論文が掲載され，掲載論文数
の大幅な増加がみられた。この時期に論文数が増加し
た要因として，編集方針の変更が考えられる。

1995年 9月刊行の 25巻 1号の編集後記で，編集委
員長の正木健雄は，次のように述べている。

旺盛な研究，そして積極的な論文作成と投稿，こ
の一端が紀要となって現われるのだと考えると，こ
の号が原著論文ばかりとはいえ 4編では少なすぎる
というのが，編集にあたっての感想です。（正木，1995）

正木は 1995年度から 1999年度まで編集委員長を務
めており，日体大紀要の論文数が急増した時期に編集
に携わっていた。編集委員長に就任し，初めての編集
作業で掲載本数が少ないという感想を持った正木は，
投稿数を増やすために，編集後記で投稿を呼びかける
とともに，「編集委員会では，投稿しやすいような条件
をどのように作り上げるかを中心テーマとして，新し
い編集方針を検討する予定です」と述べている（正木，
1995）。

25巻 2号（1996年 3月）以降，様々な編集方針の
見直しが行われている。例えば，当時の紀要規程では
投稿資格を本学の教職員に限定していたが，それまで
の投稿の事実と要望を踏まえ，北京体育大学から本学
に研修で来ていた研究者の論文（皇・川本，1996，1997）
を採択し，投稿者の範囲を広げている。同時に，正木

表 6　日本語キーワードからの抽出語

表 7　主題別論文数
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は，規程・執筆要領の改正も進めている。20巻 1号
（1990年 9月）で提案され，改訂案のまま検討が続け
られていた「日本体育大学紀要規程」は，1995年 12
月 7日の教授会で審議され，正式に改正されている。
同じく改訂案が示されていた執筆要領は，正木が編集
長を務めていた期間中には改訂には至っていないが，
引き続き紀要委員会内で議論が続けられていた（正木，
1996）。また，誌面構成にも変更がみられる。それまで
原著論文だけに求められていた英文抄録は，27巻 1号
（1997年 9月）からすべての論文に付与されるように
なった。27巻 2号（1998年 3月）からは論文検索の便
宜のために，日本語・英語のキーワードが付与される
ようになっている。

1990年代後半に刊行された日体大紀要の編集後記
には，紀要委員会内で議論された内容が度々報告され
ており，投稿しやすい環境整備のために様々な検討が
行われていたことがわかる。こうした取り組みが学内
に周知された結果，1990年代後半の掲載論文数増加に
つながったと考えられる。

4.1.2　2001年以降の論文数減少とその要因
しかしながら，2001年から 2005年になると，一転
して論文数は減少している。論文数低下の要因として
考えられるのは，学内で刊行される紀要・学術誌の増
加である。
図 3に示す通り，1996年以降，学内で刊行される紀
要・学術誌は増加した。体育研究所が刊行していた
『日本体育大学体育研究所所報』は，1996年に『日本
体育大学体育研究所雑誌』に誌名を変更し，「総説」
「原著論文」「研究資料」「学術講演録」「事業報告」な
どの幅広い記事を掲載するようになった。また，『日本
体育大学スポーツ・トレーニング・センター報告書』
は，2000年に雑誌名を『日本体育大学スポーツ・ト
レーニング・センター bulletin』に変更した後，2004
年に『Nittai sports training journal』と改め，論文誌
になっている。その他にも大学院体育科学研究科ス
ポーツ文化・社会科学系の大学院生を対象にした
『Iphigeneia：日本体育大学大学院体育科学研究科ス
ポーツ文化・社会科学系紀要』が創刊されるなど，学
内で研究活動の成果を発表することができる紀要・学

表 8　分類記号別論文数
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術誌が増加している。
『日本体育大学体育研究所雑誌』『Nittai sports training 

journal』に掲載された論文数は，日体大紀要で論文数
の減少が始まった 2001年から 2006年の 5年間に『日
本体育大学体育研究所雑誌』が 53編，『Nittai sports 
training journal』が 42編の論文を掲載している（表 9）。
3誌合計では 182編となり，主要な学内紀要・学術誌
の 3誌でみると，論文数の減少幅は緩やかになってい
る。したがって，学内で論文の投稿先が増加した結果，
日体大紀要の投稿数は減少したと考えられる。

4.2　平均著者数から見た傾向
調査対象期間全体でみると，共著論文数は 565編

（67.7％）で共著論文が主流になっており，平均著者数
は創刊時の 1.66人から 3.68人に増加していた。近年，
様々な分野において平均著者数は増加傾向にあること
が報告（山崎，2007）されているが，日体大紀要も同
様の傾向を示していた。しかしながら，平均著者数は
常に増加傾向を示していたわけではなく，2000年代後
半には単著論文の割合が 5割を超え，一時的に平均著
者数が 2.11人にまで減少していた。2006年から 2010
年の 5年間に単著論文が増加した背景には，博士後期
課程スポーツ文化・社会科学系に所属する大学院生に
よる論文の増加がある。

2002年に博士委員会で承認された「課程博士の学位

請求論文の提出の前提条件としての原著論文の編数等
について（申し合わせ）」（以下，本申し合わせ）では，
学位請求論文審査の申請に必要な関連論文の基準が示
されている。2003年度から 2009年度までに博士後期課
程に入学した日本国籍を有する学生の場合，学位請求
論文審査の申請に必要な関連論文 2編以上のうち 1編
は日本学術会議に登録されている学術団体の学術雑誌
もしくは国際学会誌に掲載された原著論文を充てる必
要があったが，他の 1編は大学紀要等の学術雑誌に掲載
された原著論文を充てることができた。また，当時の基
準では，単著論文・共著論文の取り扱いは，「人文系
（調査・実験系以外）の論文提出者」と「調査・実験系
の論文提出者」によって異なる条件が定められていた。
「人文系（調査・実験系以外）の論文提出者」の場合，
関連論文はいずれも単著論文が条件になっていたが，
「調査・実験系の論文提出者」は筆頭著者という条件が
定められているだけで，共著論文も認められていた。
本申し合わせの施行にあたって，紀要規程も改正が
行われている。2003年には投稿資格が大学院博士後期
課程の大学院生にも広げられ，33巻 1号（2003年 9
月）から大学院生の論文が掲載されるようになった。
当初はトレーニング科学系，健康科学・スポーツ医科
学系に所属する大学院生の投稿が多かったが，次第に
スポーツ文化・社会科学系に所属する大学院生の投稿
が増加している。同時期に，学系単独の紀要が刊行さ

図 3　学内刊行の紀要・学術誌の変遷

表 9　主要 3誌の掲載論文数
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れていたことも考えると，当時，スポーツ文化・社会
科学系に所属する大学院生の研究活動が活発であった
ことがうかがえる。2006年から 2010年に単著論文と
して報告された論文数は 40編だったが，そのうち 16
編はスポーツ文化・社会科学系の大学院生による論文
だった。つまり，学位請求論文審査の申請に必要な関
連論文として，日体大紀要に投稿する大学院生，特に
単著論文という制約があったスポーツ文化・社会科学
系に所属する大学院生の投稿が増加した結果，2000年
代後半に単著論文の割合が増加していたと考えられる。
なお，本申し合わせは，2010年 2月に改正され，2010
年度以降に博士後期課程に入学した大学院生に対して
は，分野・研究手法に関わらず，単著論文という条件
を求めなくなっている。加えて，2012年に総合スポー
ツ科学研究センターから『日本体育大学スポーツ科学
研究』が刊行されるようになった。『日本体育大学ス
ポーツ科学研究』は「新しいジャーナルを発刊するこ
とによって，大学院の質的・量的な発展」（高橋，online）
を目指していたため，次第に大学院生の主な投稿先が
日体大紀要から『日本体育大学スポーツ科学研究』に
移っていった。そのため，日体大紀要での大学院生に
よる論文掲載数の増加は，2000年代後半の一時的な特
徴になっている。

4.3　タイトル，日本語キーワード，主題から見た傾向
4.3.1　全体的な傾向
本調査では日体大紀要にどのような研究分野の論文
が掲載されてきたかを明らかにするため，日体大リポ
ジトリで論文ごとに付与されている分類記号を用い
て，主題別の集計を行った。掲載論文全体の傾向とし
ては，体育・スポーツに関する分類記号が含まれる
「7 芸術」が 66.8％を占め，「780.1 体育理論．体育学」
「780.193 運動生理学」「780.14 体育心理学」「781.5 器械
体操．体操競技」「780.19 体育医学．スポーツ医学」な
どの分類記号が付与されていた。また，次に多い「3 
社会科学」も保健体育科に関する分類記号「375.494 高
等学校」「375.492 小学校」「375.49 保健．体育科」が多
く付与されていた。論文タイトルから抽出した語も上
位は体育・スポーツに関する語が目立っていたことか
ら，日体大紀要に掲載される論文の中心的な主題は，
やはり体育・スポーツ分野であることがわかる。

4.3.2　年代ごとの傾向
日体大紀要が創刊された 1970年代には，論文タイト
ルから抽出した語で「その」が出現頻度で上位に位置
していた。これは 1970年代の論文に，「国際法上の承
認：その 1」のように，同じ著者が同じ論文タイトル
で継続的に報告し，研究の連続性を強調した論文タイ

トルが多くみられたことによる。他にも「運動と頭脳
明晰度との関係（1）」「現代社会における体育教師の生
活意識Ⅱ」のように研究の連続性を示すパターンもみ
られた。他の年代ではこのような論文タイトルの付け
方はあまりみられない。競技に関する語で出現頻度が
高い語は「体操」であった。論文タイトルに「体操」
を含む論文に着目すると，1970年代には体操競技選手
の事故防止に関する研究（阿部，1971；滝沢ほか，1977）
が続けて報告されていた。

1980年代に入ると，球技の戦術に関する研究が盛ん
に行われるようになった。1980年代に掲載された論文
に高頻度で出現する語として，「戦術」「バスケット
ボール」「体系」「攻撃」があり，抽出語の共起ネット
ワークによって描かれた図においても，これらの語は
「方法」「体系」などと共に関連性を示していた。球技
の戦術に関する研究の中心は，第 5代学長を務めた稲
垣安二で，1970年代後半から 1990年代前半にかけて，
理論研究を報告している。バスケットボール，バレー
ボールを対象にした研究では，複数の教員と共同研究
も行っており，共著を含めると稲垣が日体大紀要に報
告した論文は 35編になる（稲垣ほか，1982；中田ほ
か，1986など）。稲垣の報告は 1980年代に集中してお
り，うち 12編が球技の戦術に関する研究であった。

1990年代から 2000年代前半にかけて，長舩哲齊を
中心にユーグレナ細胞を対象にした分子細胞形態学に
関する論文が多く掲載されている（三原ほか，1996；
長舩ほか，1998など）。共起ネットワークにより描か
れた図で，「細菌」「剣道」「効果」「基礎」が関連性を
示していたのは，長舩がスポーツ施設（プール，野外
実習場，レスリング場など）・剣道防具を対象にした細
菌叢の研究を共同で行っていたことによる（田中ほか，
2000など）。日本語キーワードで，出現頻度が上位に
位置していた「細菌叢」「免疫電子顕微鏡法」「ユーグ
レナ細胞」「殺菌効果」は，長舩らの研究グループが用
いていた日本語キーワードである。長舩が所属した自
然科学研究室は英文による投稿も多く，7編の論文が
1990年代から2000年代にかけて掲載されている。2000
年代後半になると，先述の通り，大学院体育科学研究
科スポーツ文化・社会科学系の大学院生の投稿が増加
し，体育・スポーツ史に関する研究が多く掲載される
ようになった。

2010年代になると，「身体にまつわる文化と科学の
総合大学」を目指し，学部の改組・開設が続いた。相
次ぐ学部の改組・開設を受け，日体大紀要に掲載され
る学問領域も拡大している。例えば，医療関係職員の
資格・任務を表す分類記号「498.14」が「4 自然科学」
のカテゴリーで上位に位置し，共起ネットワークで
「柔道」というキーワードに「問題」「分析」という語
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が関連性を示していたのは，2014年以降に保健医療学
部の教員によって，柔道整復師国家試験の問題分析の
研究（服部ほか，2016など）が行われるようになった
からである。他にも救護処置の普及啓発に関する論文
（中澤ほか，2018）などが掲載されるようになってお
り，柔道整復分野，救急医療分野の論文掲載は増えつ
つある。児童スポーツ教育学に関する論文は，日体大
紀要とは別に『日本体育大学大学院教育学研究科紀要』
が刊行されているため，目立った増加はみられないが，
初等音楽科教育に関する実践研究（中島，2017）など
の初等教科教育に関する論文が掲載されるようになっ
ている。
全対象期間を通して論文タイトルに「体育」はよく
用いられ，共起ネットワークでは「意識」「調査」「実
態」「学生」などの語が関連性を示していた。以前から
本学の学生を対象にした様々な調査は実施されてきた
が，2010年以降，日体大紀要で多く報告された調査は
「体罰」に関する意識調査である。第 11代学長・谷釜
了正は，2013年に「反体罰・反暴力宣言」を表明する
とともに，2013年 4月に入学した新入生に対して，体
罰に関するアンケート調査を実施しており，このアン
ケート調査の結果は 44巻 1号（2014年 9月）に特別
寄稿として掲載された（藤田ほか，2014）。その後も，
継続的に調査結果が報告されている（谷釜ほか，2016
など）。2010年代には，藤田らの研究以外にも日本，
韓国，イタリアの体育専攻学生を対象にした比較研究
（齋藤ほか，2016）や体罰自死事件の死亡見舞金支給に
関する研究（南部・冨田，2016）などが掲載されてい
る。2010年代に，「体罰」を論文タイトルに含む論文
は 10編に及んでおり，谷釜学長の「反体罰・反暴力宣
言」をきっかけとして，学内で「体罰」が主要な研究
テーマになっていたことがうかがえる。

5．ま と め

本稿の目的は，日体大紀要に掲載された論文をもと
に，掲載論文の動向を明らかにすることであった。本
調査で明らかになったことをまとめると，以下のよう
になる。
① 1971年から 2000年まで日体大紀要に掲載される論
文数は増加傾向を示していた。しかし，学内で刊行
される紀要・学術誌が増加したことにより，2001年
以降は論文数が減少している。

② 調査対象期間全体でみると，共著論文が主流になっ
ており，平均著者数は創刊時の 1.66人から 3.68人
に増加している。

③ 外国語による報告は，外国語研究室に所属する教員
を中心に行われており，次いで自然科学研究室によ
る報告が多い。

④ 日体大紀要に掲載される論文の主題は，体育・ス
ポーツ分野が中心になっている。論文に付与された
分類記号は「780.1 体育理論．体育学」「780.193 運
動生理学」「780.14 体育心理学」「781.5 器械体操．体
操競技」「780.19 体育医学．スポーツ医学」が多い。

⑤ 各年代で特徴的な研究テーマは，球技における戦術
（1980年代），分子細胞形態学（1990年から 2000年
代），体罰（2010年代）であった。2010年以降は，
本学が「身体にまつわる文化と科学の総合大学」を
目指し，学部の改組・開設を行った結果，過去の日
体大紀要には掲載されていなかった柔道整復学，救
急医療学などの分野の掲載も増えている。

注

注 1)	『日本十進分類法 新訂 9版』では，1つの著作で，複
数の主題を取り扱っている場合の分類方法につい
て解説が行われている（もり，1995）。例えば，2ま
たは 3個の主題を取り扱っていて，どの主題も特に
中心となる主題がない場合は，最初の主題に分類す
ることになる（例：柔道，剣道，相撲の歴史　→　
柔道）。

注 2)	例えば，「スポーツマネジメント，スポーツ人口」
といったキーワードの場合，「スポーツ」「マネジ
メント」「人口」の 3つの形態素に分割される。日
本語キーワードで形態素解析を行うと，各論文の著
者が与えたキーワードの意味と異なる語が抽出さ
れるため，本調査では日本語キーワードの形態素解
析は行わず，論文に記載された語句のまま分析を
行った。

注 3)	掲載時期や言語によって，所属名に表記ゆれが見ら
れたため，本調査では著者名などから同定を行って
いる。
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